
継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 6101 多文化共生施策の充実と推進体制の整備 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等
文化の違いを尊重し、多文化が共生するまちづく
り

100100
人権生活環境部市民
生活課

0595-22-9638
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ができる環境づくりを進めます。

さまざまな分野を越えて多文化共生施策を充実させるとともに、外国人住民が地域の一員として参画できる体制づくりと共生社会を推進してい
く拠点づくりを進めます。
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昨年度は相談件数が３７４８件で相談員が多忙を極めており、
少しでも簡単な相談を少なくするために、引き続き転入者に対
する生活オリエンテーションの充実に努めます。また、庁内から
の通訳・翻訳業務依頼も増加傾向にあり本来業務に支障があ
るようであれば一定制限をかけ、限られた人員の中で相談業務
の充実に努めます。また、災害時の安心、安全のため外国人
住民に対しては自治会に加入するなど地域とのつながりが必
要であることを啓発していきます。

相談、通訳の件数は今後も増加すると想定されることから、転
入者への配布物などをよりわかりやすいものとするなど、効率
よく対処できるように努めます。また、外国人住民の定住化に
より地域でのつながりが必要であることから、自治会への加入
など更に啓発に努めます。
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度の
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内容
と
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れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
多文化共生推進のため、４人の通訳・相談員を配置するととも
に、新たな転入者に対し生活オリエンテーションを実施し、外国
人住民の生活全般を支援するすることができました。しかし、
年々相談件数が増加していることから、今後は地域での支援者
を育成するなど、地域でさまざまな支援ができる体制づくりを考
えていかなければなりません。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
４人の通訳・相談員を配置していますが、相談件数が非常に多
くなっています。簡単な相談を少なくするため、昨年度に引き続
き、転入者に生活オリエンテーションを実施しました。また、災
害時等の対応のためにも自治会の意味を紹介し、地域とのつ
ながりの必要性を啓発しました。
しかし、外国人住民の定住化が進み、問題も多様化しているた
め、相談件数も増加しています。また、庁内の通訳・相談業務
の依頼も増加していることから、相談体制の見直しも検討する
必要があります。



(続紙) 施策 6101 多文化共生施策の充実と推進体制の整備
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01 1 ↑ 14,242
・外国人住民のための生活相談を多言語で実施するほか、行政情報の通訳や翻
訳を行う。
・多文化共生社会の構築のため、各種団体と連携して事業を実施する。

16,259
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事務事業名

多文化共生推進事業(01-
02-01-07-129-51)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

14,242 16,259構成事務事業　合計


